
（地Ⅲ156）Ｆ 
平成 21 年 10 月 23 日 

都道府県医師会 
感染症危機管理担当理事 殿 

 
日本医師会感染症危機管理対策室長 

飯 沼  雅 朗 
 
 

新型インフルエンザワクチン（国内産）接種回数の方針変更等について 
 
 

 新型インフルエンザワクチン（国内産）については、これまで国立病院機構

において健康成人に対する臨床試験を行ってきましたが、その中間報告結果か

ら、20 代～50 代の健康成人については 1 回の接種で十分な抗体価の上昇が確

認されました。 
 これらの結果を受け、厚生労働省新型インフルエンザ対策推進本部事務局か

ら各都道府県等の担当部局に対し、添付のとおり事務連絡が発出されました。 
今回の事務連絡の主な内容は下記のとおりですので、貴職におかれましては

本件についてご了知のうえ、貴会管下の郡市区医師会ならびに関係医療機関に

対する周知方、ご高配下さいますようよろしくお願い申し上げます。 
 
なお、今回の事務連絡の内容とは直接関連することではありませんが、新型

インフルエンザワクチンの優先接種対象者証明書の発行につきましては、国と

受託医療機関との契約事項に含まれるものではありませんが、接種対象者の負

担等の事情を勘案し、厚生労働省から本会に対し無料での対応について協力依

頼がありました。 
つきましては、この件につきましても関係医療機関にご理解、ご協力いただ

きたく併せてお願い申し上げます。 
 

記 
 
１． 接種回数について 

・ 従来 2 回接種を前提としていた 20 代～50 代の健康な医療従事者につい



ては 1 回接種とすること。 
・ 13 歳未満の者は従来どおり 2 回接種とすること。 
・ それ以外の者については従来の考え方どおりとするが、今後国内、海外

のデータ等の結果から判断していくこととすること。 
 

２． 第２回出荷分ワクチンの対象者について 
・ これまで第 2 回出荷分（10 月 20 日出荷）のワクチンは医療従事者を対

象としていたが、今回の臨床試験の結果による接種回数の見直しに伴い、

妊婦、基礎疾患を有する者の一部を前倒しして対象者とすること。 
・ 上記のうち、第２回出荷分の対象として想定する者は、①妊婦、②基礎

疾患のある者で 1 歳から小学 3 年生に相当する年齢の者、③基礎疾患の

ある者で入院中の者であること。 
・ ただし、新型インフルエンザ患者の診療に直接従事する医療従事者であ

って、1 回目の配布で接種できなかった医療従事者については、今回の

配布対象とすることは差し支えないものとすること。 
 
３． 保存剤無添加の製剤について 

・ 保存剤無添加の 0.5mL シリンジ製剤（北里研究所製造）が第２回出荷分

には含まれないが、第３回出荷分（11 月６日予定）からは出荷が予定さ

れていることについて、厚生労働省としても国民に対する周知を徹底す

るが、このことを各医療機関（産婦人科を標榜する医療機関（妊婦への

対応のため））にもご協力いただきたいこと。 
 

以上 
 
















